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次世代育成支援対策推進法に基づく認定企業

―「子育てサポート企業」を２社認定！―
福島労働局(局長 河合智則 )は、今度、（医社）三成会と（株）ニラクを子育て支援に積極的に取り組んでいる企業（子育てサポート企業）として新たに認定しました。
認定を受けるには、男性の育児休業取得者がいること、女性の育児休業取得率が70％以上であることなどの基準を満たす必要があります。

（医社）三成会では育児休業取得者に対する支援手当の支給などの手厚い制度の整備により、男性4名が育児休業を取得、女性の育児休業取得率100％となるなどの取組を行い、今回初めての認定を取得しました。

（株）ニラクでは、各職場の巡回による説明会の実施などにより、制度や職場の理解、協力体制を高め、男性1名が育児休業を取得、女性の育児休業取得率86％となるなどの取組を行い、２回目の認定を取得しました。
両企業に対する、子育てサポート企業認定通知書の交付式は以下のとおりです。
	　　　
日　　時：平成２４年１１月２０日（火）１０：００～
　　　　　
場　　所：福島合同庁舎　３階会議室
(福島市霞町1－46　福島合同庁舎３階）
　　認定企業（申請日順）


　　　
　　 
　　

· 交付式当日は認定通知書交付後、認定企業より認定申請取組
についてお話しいただき、その後、記念撮影、認定企業と福島
労働局長との懇談を行う予定です。

· 交付式、懇談の場はともに写真撮影可。
認定企業への事前取材、交付式後の取材可能です。


（添付資料）

資料１　認定企業の取組

資料２　福島県内の認定取得企業（子育てサポート企業）一覧

資料３　次世代育成支援対策推進法に基づく認定について、基準適合一般事業主認定基準
資料４　一般事業主行動計画を策定し、くるみんマーク認定を目指しましょう！！（パンフレット№1）
資料５　両立支援のひろば（リーフレット）
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医療法人社団   三成会     ■代表者：理事長   渡邉   一夫      ■事業内容：医療、福祉業       ■労働者数 ：１９７人（   男性   ５１人、   女性   １４６人   ）        育児休業取得 者 支援手当の支給などの手厚い 制度の整備 により   男性４名が育児休業を取得 ！           ●   計画期間   平成２１年９月１日～２４年８ 月３１日                   ●   行動計画の目標達成状況   （目標１）子供の出産時における父親の休暇取得促進       → 父親の休暇取得等についてアンケートを実施し課題、要望を把握。        部署責任者に対し育児・ 介護休業に関する制 度の説明を実施、また院内広報誌に 子育て支援プログラム（ 法人 内で実施している両立支援のための制度）や男性の 育児休業の感想を掲載し取得を促進 、 計画期間中に男性４名が育児休業を取得。   （目標２）育児休暇終了後に 現場に復帰できるよう休業者の代替要員確保        → 部署責任者に対し、 休業制度や代替要員確保について 説明。          ２名の育児休業者代替要員を確保。         （目標３）年次有給休暇の取得促進        → 職員アンケートの実施の他、有給休暇管理ソフトを導入・実施、責任者へ取得 一覧を毎月回覧し 、取得を促進 。       （目標４）若年者に対するインターンシップ等の就業体験機会の提供拡大        → 「就労体験機会提供拡大策」を作成。タウン誌、自社ホームページに就業体験・ ボランティア受付について掲載。２２年７月より就業体験者受け入れ開始。        ●   両立支援の取組   ・ 行動計画期間中の育児休業取得状況      男性の育児休業取得者数   ４名   女性の育児休業取得率   １００％                    ・ 育児をする労働者のための所定外労働の免除、短時間勤務制度 の対象を 法律を上回る 小 学校就学 前までとしている（ 法律上は子が ３歳に達するまで）。          ・ 育児休業取得者に対する支援手当 （１ヶ月目：基本給全額、２・３ヶ月目：基本給の半 額） の支給、保育所等利用者に対する補助金の支給。            ・   所定外労働の削減のための業務改善提案制度の実施や、年次有給 休暇 取得促進のため時 間単位の年次有給休暇制度の導入、その他、リフレッシュ制度（年４日間）の導入など 働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置を実施。                      

認定企業から 取組の きっかけ について一言 いただきました！   ３年前 に 職員の面談を行った時、若いスタッフから有給休暇がとりづらい 、結婚しても働ける かが 不安等の訴えがあり、それに答える形で職員の 職場 環境整備に着手したことが「仕事と家庭」 の両立支援の始まりでした。  

( 取材連絡先：０２４８－６３－７２９９）   事務長 ： 小貫聖二  



[image: image3.emf]認定企業の取組事例                                  資料１   株式会社   ニラク     ■代表者：代表取締役社長   谷口久徳      ■事業内容：娯楽 業       ■労働者数 ：１，１８５人（   男性   ７３３人、   女性   ４５２ 人   ）        各職場 巡回による 説明会の実施 等により制度の内容や職場の理解、   協力体制を高め２回目のくるみん認定を取得！     ●   計画期間   平成２２年８月２１ 日～２４年８ 月２０ 日          ●   行動計画の目標達成状況   （目標１）男性の育児休業を取得することが出来る時期や期間等を具体的に従業員へ周知 し、期間内に１人以上取得すること。        → 男性社員の育児休業取得促進 資料「男性従業員（パパ）の育児休業の取り方」 の 作成 、社内イントラネットへの制度や様式等の掲載により具体的な制度の内 容や取得手続きについて周知、各 地区の 店舗を巡回して制度や取得方法につい て説明会を実施するなどの取組により計画期間中に男性１名が育児休業を取 得。   （目標２） 出産・育児に関する規程や手続き等を社内イントラネットにツールとして掲載 していることを店舗ごとに説明・案内し、認知度を高め社内制度利用の促進に あたる。        → 計画期間中に各地区 の店舗 （９ヶ所）において制度の内容や 手続き、制度利用 した場合の法律 上の給付制度についての説明会を実施。併せて、所属長の理解 や職場の協力が必要であることも説明し制度利用促進を行い、男性１名、女性 １９名が育児休業を取得。            ●   両立支援の取組   ・ 行動計画期間中の育児休業取得状況      男性の育児休業取得者数   １ 名   女性の育児休業取得率   ８６％                      ・ 育児をする労働者のための 短時間勤務制度の対象を法律を上回る小学校就学 前までとし ている（法律上は子が３歳に達するまで）。            ・年次有給 休暇 取得促進のため、計画的に年次有給休暇を取得する制度（連続休暇の取得 促進や予定表の入力、取得徹底のための通達）を定期的に運用・継続。                        

認定企業から 取組の 効果について一言 いただきました！   男性の育児休業取得促進の説明会を各職場で行ったことで、育児休業制度の理解とともに職場 の協力体制についてもより深く定着してきたと思います。     新たな計画期間において も男性の育児休業取得 者がでるなど、職場環境づくりに貢献すること ができました。  

( 取材連絡先：０２４－９９２－３３３７）     総務 人事労務部人事 労務 担当マネージャー：佐藤富久子  

   



[image: image4.emf]資料２   福島県内の認定取得企業（子育てサポート企業）一覧       ■ 福島県の認定企業 一覧 （平成２４年１１月２０日現在）   企業名  所在地  認定年   株式会社   郡山測量設計社  郡山市  平成２０年度 （１回目）   株式会社   沖データシステムズ  福島市  平成２０年度 （１回目）   株式会社   東邦銀行  福島市  平成２１年度 （１回目）   藤田建設工業   株式会社  棚倉町  平成２１年度 （１回目）   株式会社   ニラク  郡山市  平成２２年度 （１回目）   福島キヤノン   株式会社  福島市  平成２２年度 （１回目）   田中建設株式会社  双葉町  平成２ ２年度 （１回目）   福島キヤノン   株式会社  福島市  平成２４年度（２回目）   ☆医療法人社団   三成会  須賀川市  平成２４年度 （１ 回目）   ☆ 株式会社   ニラク  郡山 市  平成２ ４ 年度 （２回目）       ■ 認定企業数 （平成２４年 １０ 月 ３１ 日現在）   都道府県   福島県   青森県  岩手県  宮城県  秋田県  山形県  全国   認定企業数   ８   ８  ９  １２  ６  ４  １， ３ ７７                     ■ 一般事業主行動計画策定届の届出状況 （平成２４年 １０ 月 ３１ 日現在）                                                                                                               義務   努力義務        労働者 301 人以上企業 数  内、行動計画 策定届出企業 数  届出率   労働者 101 人以 上 300 人以下企 業数  内、行動計画 策定届提出企 業数  届出率   労働者 100 人以 下の提出企業 数   福島県  15 3  15 1  98.7 ％   3 8 6  37 9  98 . 2 ％   2 02   全国  14 , 718  14 , 275  97 .0 ％   32 , 885  31 , 795  96 . 7 ％   23 , 653     今回の認定により １０ 社に  


[image: image5.emf]資料３   次世代育成支援対策推進法に基づく認定について     ■   認定 と認定取得による効果   次世代育成支援対策推進法に基づ き、事業主は労働者が仕事と子育てを両立させるこ とができるよう雇用環境を整備し、次世代育成支援対策を実施するための 「 一般事業主 行動計画 」 を策定、一般への公表、従業員 への周知を行い、 都道府県労働局長に届け出 ることとされています（労働者 100 人以下の企業は努力義務 ） 。   事業主は 、策定した 「 一般 事業 主行動計画 」 を実施し、 計画に定めた目標を達成する など 、 一定 の基準 （※ 基準適合一般事業主認定 基準 ） を満たした 場合 は 、申請を行うこ とにより 厚生労働大臣 （都道府県労働局長へ委任） の認定 （くるみんマークの認定） を 受けることができます。     （注 ） 認定基準における計画期間は２年以上５年以下とされており、 事業主は 計画に定められた目標を達 成した 都度、申請を行うことにより、その 行動計画毎に認定を受けることができます 。     認定を受けると、 次世代認定マーク（愛称：くるみん） を 自社の商品、 広告 、求人広 告などに表示し、 「子育てサポート企業」であることを 対外的にアピール することがで き ます。   その結果、企業イメージの向上、従業員のモラールアップやそれに伴う生産性の向上、 優秀な従業員の採用・定着が期待できます。       （※）   基準適合一般事業主認定基準   １   雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な一般事業主行動計画 を策定したこと。   ２   一般事業主行動計画の計画期間が、 2 年以上 5 年以下であること。   ３   策定した一般事業主行動計画を実施し、それに 定めた 目標を達成したこと。   ４   平成 21 年 4 月以降に新たに策定・変更した一般事業主行動計画について、 公表及 び従業員への周知 を適切に行っていること。     ５   計画期間内に 男性の育児休業等取得者が 1 人以上 いること。     ６   計画期間内に 女性の育児休業等取得率が 70 ％以上 であること。     ７   3 歳から小学校に入学するまでの子を持つ労働者を対象とする「育児休業制度又 は勤務時間短縮等の措置に準ずる措置」を講じていること。     ８   ①所定外労働削減のための措置、②年次有給休暇の取得の促進のための措置、③ 働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置のうちいずれかを実 施していること。     ９   法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。        


「子育てサポート企業」の証「くるみん」


�


認定を受けると「子育てサポート企業」の証である「くるみんマーク」を自社の商品などに表示し、アピールできます。





医療法人社団　三成会（須賀川市）


株式会社　ニラク（郡山市）





厚生労働省福島労働局発表
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次世代育成支援対策推進法に基づく認定について


■　認定と認定取得による効果

次世代育成支援対策推進法に基づき、事業主は労働者が仕事と子育てを両立させることができるよう雇用環境を整備し、次世代育成支援対策を実施するための「一般事業主行動計画」を策定、一般への公表、従業員への周知を行い、都道府県労働局長に届け出ることとされています（労働者100人以下の企業は努力義務）。

事業主は、策定した「一般事業主行動計画」を実施し、計画に定めた目標を達成するなど、一定の基準（※基準適合一般事業主認定基準）を満たした場合は、申請を行うことにより厚生労働大臣（都道府県労働局長へ委任）の認定（くるみんマークの認定）を受けることができます。

（注）認定基準における計画期間は２年以上５年以下とされており、事業主は計画に定められた目標を達成した都度、申請を行うことにより、その行動計画毎に認定を受けることができます。

認定を受けると、次世代認定マーク（愛称：くるみん）を自社の商品、広告、求人広告などに表示し、「子育てサポート企業」であることを対外的にアピールすることができます。


その結果、企業イメージの向上、従業員のモラールアップやそれに伴う生産性の向上、優秀な従業員の採用・定着が期待できます。

（※）　基準適合一般事業主認定基準


１　雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な一般事業主行動計画を策定したこと。

２　一般事業主行動計画の計画期間が、2年以上5年以下であること。


３　策定した一般事業主行動計画を実施し、それに定めた目標を達成したこと。


４　平成21年4月以降に新たに策定・変更した一般事業主行動計画について、公表及び従業員への周知を適切に行っていること。


　５　計画期間内に男性の育児休業等取得者が1人以上いること。


　６　計画期間内に女性の育児休業等取得率が70％以上であること。


　７　3歳から小学校に入学するまでの子を持つ労働者を対象とする「育児休業制度又は勤務時間短縮等の措置に準ずる措置」を講じていること。


　８　①所定外労働削減のための措置、②年次有給休暇の取得の促進のための措置、③働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置のうちいずれかを実施していること。


　９　法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。


















